
 

千葉市監査委員告示第１１号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、監査の結果

に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉市長から通知がありましたので、公表し

ます。 

 

    令和６年１０月２５日 

 

千葉市監査委員   宍 倉 輝 雄 

同        宮 原 清 貴 

同         石 橋   毅 

同        亀 井 琢 磨 



 
６千総総第６３３号  

令和６年１０月１５日 

 

 千葉市監査委員 宍 倉 輝 雄 

 同       宮 原 清 貴 

 同       石 橋   毅 

 同       亀 井 琢 磨 

 

千葉市長 神 谷 俊 一   

 

 

監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

 

 令和３年度監査報告第９号及び第１１号、令和４年度監査報告第９号並びに令和５年度監

査報告第７号、第９号及び第１１号により報告のあった監査の結果に基づき講じた措置につ

いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により別紙のとお

り通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 総務局総務部総務課 水上 

電話 ４０１４ 

様 



 

 

報告書番号 令和３年度第１期監査報告第９号 

監査の種類 事務事業定期監査（財務監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）支出事務 

ウ 補助金の交付決定及び額の確定審査を適

正に行うべきもの（都市局） 

（ア）事案 

千葉市港湾事業補助金の補助対象経費

は港湾振興事業の海上保安思想普及事業

における報償費、印刷製本費、宣伝費、会

場費であるが、交付申請書及び実績報告で

は補助対象経費と補助対象外経費の内訳

が確認できなかった。 

（イ）問題点 

補助対象外経費に対して補助金が交付

される可能性がある。 

（ウ）原因 

   所管においては、補助事業者における活

動自体が海上保安思想の普及を行うもの

であるため、印刷製本費や宣伝費はすべて

補助事業であるとの認識であったことか

ら、必要な審査が行われていなかった。 

（エ）指摘 

   補助金額の決定及び確定に係る審査に

ついては、規則等に基づき適正に行われた

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

千葉市港湾事業補助金交付事務については、「補

助金の執行事務の適正化について」（財政局通知）

に従い、令和４年４月１日付けで「千葉市港湾事

業補助金交付要綱」を一部改正し、補助対象事業

を、補助事業者の実施する活動全体から個別の事

業に限定した。 

さらに、令和５年度の交付決定から、全体事業

費と補助対象事業費の関係が明確になる資料の添

付を求め、確認している。 

 

  



 

 

報告書番号 ４監査報告第９号 

監査の種類 事務事業監査（財務監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）支出事務 

ア 補助金の交付決定等に係る補助金額の

審査を適正に行うべきもの（教育委員会） 

（ア）事案及び問題点 

     千葉市関東・全国高等学校各種大会

参加事業補助金交付要綱第４条によ

ると、補助対象経費は、交通費、宿泊

費及び運搬費としており、補助金額

は、別表により算出した金額、又は他

の補助による金額を差し引いた実負

担額のうち、いずれか低い金額とされ

ている。 

しかしながら、交付申請時の収支予

算書及び実績報告時の収支決算書を確

認したところ、他の団体から補助があ

ったにもかかわらず、この記載がなく、

他の補助による金額を差し引いた実負

担額との比較を行っていなかった。 

（イ）指摘 

     補助金額の決定及び確定に係る審

査については、規則等に基づき適正に

行われたい。 

 

 

 

 

補助金額の決定及び確定に係る審査につい

ては、令和５年度申請分より、他団体からの

補助金額を差し引いた実負担額と、要綱別表

により算出した金額を比較した表を作成し、

確認することで、要綱等に基づき適正に行っ

ている。 

 

 

（１）支出事務 

イ 補助金の交付決定等に係る補助対象経

費の審査を適正に行うべきもの（教育委

員会） 

（ア）事案及び問題点 

     千葉市小・中学校文科系部活動等中

央大会参加事業補助金交付要綱第４

条及び別表によると、補助対象経費の

一部である交通費は、普通運賃及びバ

ス借上料（有料道路代を含む。）の費用

とされている。 

しかしながら、交付申請時の収支予

算書及び実績報告時の収支報告書を確

認したところ、交通費の内訳にバス借

上料及び有料道路代に加え、補助対象

経費に含まれていない駐車料金が記載

 

 

 

 

 補助金額の決定及び確定に係る審査につい

ては、令和５年度申請分より、補助対象とす

る具体的経費を明示したチェックリストを作

成し、確認することで適正に行っている。 

 



 

 

されていたにもかかわらず、交通費の

内訳を確認していなかった。 

（イ）指摘 

     補助金額の決定及び確定に係る審

査については、規則等に基づき適正に

行われたい。 

 

（２）契約事務 

ウ 最低制限価格の設定を適正に行う       

べきもの（教育委員会） 

（ア）事案及び問題点 

     建物施設に係る「清掃業務」及び「人

的警備業務」における調査基準価格等

の算出方法について（令和元年７月１

７日付け資産経営部長通知）による

と、「Ⅰ予定価格（税抜）に３分の２を

乗じて得た額」と「Ⅱ 最低賃金法で

定める千葉県下における最低賃金を

基準に算出した人件費に必要経費を

加算した額」を比較し、いずれか高い

方の額を最低制限価格として設定す

ることとされている。 

しかしながら、千葉市立郷土博物館

清掃業務委託及び千葉市立郷土博物館

常駐警備等業務委託における最低制限

価格を確認したところ、Ⅱの算出結果

と比較せずにⅠを最低制限価格として

設定しており、適正な価格が設定され

ていなかった。 

なお、両業務委託の契約金額とも、

Ⅱの算出結果より高い額で落札されて

いたため、入札結果への影響はなかっ

た。 

（イ）指摘 

     最低制限価格の算出については、通

知に基づき適正に行われたい。 

  

 

 

 最低制限価格の設定については、令和４年

１２月２７日付けで教育次長から各所属長に

対して、財務事務の適切な執行について通知

が発出され、所属職員に対して周知徹底し、

以後、適切な運用を行っている。 

なお、令和６年度の各委託の入札について

は、令和元年７月１７日資産経営部長通知に

従い算出した最低制限価格を設定し、令和６

年３月８日に入札を執行した。 

 

 

  



 

 

報告書番号 ５監査報告第９号 

監査の種類 事務事業定期監査（財務監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（２）支出事務 

ア 概算払の精算を適正に行うべきもの（総務

局） 

（ア）事案及び問題点 

千葉市予算会計規則（平成４年千葉市規

則第９７号）第６０条第２項第２号による

と、支出命令者は、概算払の精算の報告を

受けた場合で、精算残額のあるときは、戻

入の手続及び精算（戻入）書の経理主任へ

の回議を行わなければならないとされて

いる。 

しかしながら、総務局においては、一部

の概算払について、精算残額があるにもか

かわらず、経理主任への回議が行われてい

なかった。 

（イ）指摘 

概算払の精算については、規則に基づ

き適正に行われたい。 

 

  

 

 

 概算払の精算については、令和５年１２月２５

日付けで、総務局長から各所属長に対して、適正

な事務を行うよう通知を行い、所属職員に対し周

知徹底し、以後、適正な運用を行っている。 

 

 

（１）支出事務 

エ 補助金の審査を適正に行うべきもの

（経済農政局） 

（ア）事案及び問題点 

千葉市勤労者福利厚生事業等補助金

交付要綱第３条別表によると、労働対

策事業の補助対象経費には、公租公課

（印紙税、消費税及び地方消費税等）は

含まないとされている。 

しかしながら、交付の決定及び額の

確定関係書類を確認したところ、消費

税及び地方消費税を含んだものについ

ても補助対象経費として認め、補助金

額の決定及び確定をしていた。 

（イ）指摘 

補助金額の決定及び確定に係る審査

については、要綱等に基づき適正に行

われたい。 

 

 

 

 

 

労働対策事業費に係る補助金額の決定及び

確定に係る審査については、令和５年１２月

５日付けで、経済農政局長から部長及び各所

属長に対して、財務事務の適切な執行に努め

るよう通知を行い、所属職員に対して周知徹

底し、以後、要綱に基づき公租公課（印紙税、

消費税及び地方消費税等）を確認できる書類

により、適正な運用を行っている。 

なお、過大に交付した補助金については、令

和６年３月２８日に返還された。 

 

 



 

 

オ 補助事業の変更等に係る申請及び決定

手続を適正に行うべきもの（経済農政局） 

（ア）事案及び問題点 

経済振興関係事業補助金及び農林 

関係事業補助金の関係書類を確認した

ところ、交付決定時に、補助事業の内容

等の変更をする場合は、あらかじめ市

長の承認を受けることを交付の条件と

しているが、事業実施後に変更承認申

請書が提出され、変更の交付決定がさ

れているものが見受けられた。 

（イ）指摘 

補助事業の変更に係る申請及び決 

定については、市の想定していた当初

の補助の目的、効果を達成するために、

あらかじめ申請させるべきものである

ことから、要綱等に基づき適正に行わ

れたい。 

 

 

 

補助事業の変更に係る申請及び決定につい

ては、令和５年１２月５日付けで、経済農政

局長から部長及び各所属長に対して、財務事

務の適切な執行に努めるよう通知を行い、所

属職員に対して周知徹底し、以後、要綱に基

づき適正な運用を行っている。 

 

 

（１）支出事務 

  カ 費用の計上を適正に行うべきもの 

   （病院局） 

  （ア）事案及び問題点 

地方公営企業法（昭和２７年法律 

第２９２号）第２０条第１項の規定に

よると、地方公営企業においては、その

経営成績を明らかにするため、全ての

費用及び収益を、その発生の事実に基

づいて計上し、かつ、その発生した年度

に正しく割り当てなければならないと

されている。 

しかしながら、研修に係る支出関 

係書類を確認したところ、翌年度に開

催される学会の参加に要する経費等の

支出について、決算時にこれを資産と

して繰り延べず、支出した年度の費用

としている事例が見受けられた。 

（イ）指摘 

期間損益計算を正確に行うため、 

費用の計上は法令に基づき適正に行わ

れたい。 

 

 

 

 

 期間損益計算を正確に行うため、翌年度に

開催される学会の参加に要する経費等の費用

については、前払金に計上し資産として繰り

延べている。 

 



 

 

（２）契約事務 

ウ 指名競争入札の業者選定を適正に行う

べきもの（経済農政局） 

（ア）事案及び問題点 

地方自治法施行令第１６７条の１２第

１項によると、指名競争入札に当たって

は、当該入札に参加することができる資格

を有する者のうちから、当該入札に参加さ

せようとする者を指名しなければならな

いとされている。 

しかしながら、修繕契約関係書類を確認

したところ、入札参加資格者名簿から指名

業者の選定を行わず、予定価格が１００万

円以下の修繕で使用する小規模修繕業者

登録名簿から選定を行っている事例が見

受けられた。 

なお、選定された事業者は全て入札参加

資格者名簿にも登録されており、選定結果

については適正なものとなっていた。 

（イ）指摘 

指名競争入札の業者選定について

は、契約の履行に必要な能力等を確保

する必要があることから、法令に基づ

き適正に行われたい。 

 

 

 

 

指名競争入札の業者選定については、令和

５年１２月５日付けで、経済農政局長から部

長及び所属長に対して、財務事務の適切な執

行に努めるよう通知を行い、所属職員に対し

て周知徹底を図った。 

また、チェックリストで確認し、以後、通知

に基づき適正な運用を行っている。 

（４）その他 

ア 契約書等の管理を適正に行うべきも

の（総務局） 

（ア）事案及び問題点 

千葉市公文書管理規則（平成１２年千

葉市規則第９３号）第６条によると、市

長は、公文書を、市長が定める保存期間

が経過するまでの間、所定の書庫、保管

庫等において適切に保存しなければな

らないとされている。 

しかしながら、総務局においては、ス

キャンされた電子データ等は保存され

ているものの、紙文書の契約書原本、請

求書原本及び領収済通知書の所在が不

明になっている事例が見受けられた。 

（イ）指摘 

契約書等の管理については、規則等

に基づき適正に行われたい。 

 

 

 

 契約書等の管理については、令和５年１２

月２５日付けで、総務局長から各所属長に対

して、規則等に基づき、適正に管理を行うよ

う通知を行い、所属職員に対し周知徹底し、

以後、適正な運用を行っている。 

 

 



 

 

報告書番号 ５監査報告第１１号 

監査の種類 事務事業定期監査（財務監査） 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（２）財産管理事務 

エ 郵券の管理を適正に行うべきもの 

   （中央区役所、緑区役所） 

（ア）事案及び問題点 

「郵券の適正管理について」（令和４

年１１月２８日付け会計管理者通知）

によると、郵券の管理については、定め

られた消耗品出納簿及び物品交付請求

書による取扱いを適正に行うこととさ

れており、また、物品取扱員等は、月末

に保管する郵便切手と出納簿上の残数

が一致していることを確認した上で、

所属の物品管理者の確認を受けること

とされている。 

     しかしながら、中央区役所及び緑区

役所においては、払い出された切手を

返信用封筒に貼付して使用せずに保管

するなど、保管する郵便切手と出納簿

上の残数が一致しない事例が見受けら

れた。 

（イ）指摘 

     郵券は、現金と同様に厳正に取り扱

うこととされていることから、郵券の

管理については適正に行われたい。 

 

 

 

 

 

 郵券の管理については、保管する郵券を、

全て消耗品出納簿及び物品交付請求書により

管理するとともに、物品取扱員及び物品管理

者が毎月、在庫確認を行い、適正に行ってい

る。 

 

  


